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般
、
内
閣
府
は
「
四
半
期
別

Ｇ
Ｄ
Ｐ
速
報
」（
２
０
１
９
年

10
～
12
月
期
２
次
速
報
値
）

を
公
表
し
た
。
こ
の
デ
ー
タ
か
ら
結
論

を
述
べ
る
と
、
19
年
10
月
の
消
費
増
税

が
増
税
期
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
に
及

ぼ
し
た
影
響
は
、
14
年
４
月
の
消
費
増

税
が
及
ぼ
し
た
影
響
よ
り
も
小
さ
か
っ

た
可
能
性
が
あ
る
。
新
聞
や
テ
レ
ビ
等

で
は
、
19
年
10
～
12
月
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ

成
長
率
が
▲
７
・
１
％
に
な
っ
た
と
報

道
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
年
率
換
算
の

値
で
あ
る
。
四
半
期
ベ
ー
ス
で
は
前
期

比
▲
１
・
８
％
で
あ
り
、
こ
の
値
を
利

用
す
る
方
が
適
切
で
あ
る
。

　
14
年
の
消
費
増
税
で
も
、
同
年
４
～

６
月
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
前
期
比

▲
１
・
９
％
で
あ
っ
た
が
、
そ
れ
以
降

の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
同
年
７
～
９

月
が
同
０
・
１
％
、
同
10
～
12
月
が
同

０
・
５
％
、
15
年
１
～
３
月
が
同
１
・

４
％
で
あ
っ
た
。

　
む
し
ろ
重
要
な
の
は
、
過
去
の
増
税

期
と
比
較
し
て
、
今
回
の
イ
ン
パ
ク
ト

が
ど
う
で
あ
っ
た
の
か
だ
。
ま
た
、
消

費
増
税
が
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
に
与
え

た
影
響
を
把
握
す
る
た
め
に
は
、
ト
レ

ン
ド
成
長
率
と
比
較
す
る
必
要
が
あ
り
、

そ
れ
は
「
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
－
ト
レ

ン
ド
成
長
率
」
で
評
価
で
き
る
。
す
な

わ
ち
、
増
税
後
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率

が
ト
レ
ン
ド
成
長
率
を
上
回
れ
ば
増
税

の
影
響
は
な
く
、
下
回
っ
た
と
す
れ
ば

増
税
の
影
響
は
あ
っ
た
と
判
断
で
き
る
。

　
こ
の
評
価
で
最
も
難
し
い
の
は
ト
レ

ン
ド
成
長
率
の
推
計
だ
が
、
こ
こ
で
は
、

最
も
単
純
な
方
法
と
し
て
、
ト
レ
ン
ド

成
長
率
を
増
税
直
前
ま
で
の
約
５
年
間

の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
（
前
期
比
）
の

平
均
と
し
、
冒
頭
の
四
半
期
別
Ｇ
Ｄ
Ｐ

速
報
値
か
ら
、
消
費
増
税
の
イ
ン
パ
ク

ト
を
試
算
し
て
み
よ
う
。

　
こ
の
と
き
、
１
９
８
９
年
の
ト
レ
ン

ド
成
長
率
は
１
・
31
％
で
あ
り
、
97
年

が
０
・
44
％
、
14
年
が
０
・
42
％
、
19

年
が
０
・
26
％
と
な
る
。
こ
の
ト
レ
ン

ド
成
長
率
を
用
い
て
、
過
去
３
回
と
今

回
の
増
税
期
の
イ
ン
パ
ク
ト
を
試
算
し

て
み
る
と
、
増
税
シ
ョ
ッ
ク
が
最
も
大

き
か
っ
た
の
は
89
年
の
▲
２
・
61
％
で

あ
り
、
そ
れ
か
ら
14
年
の
▲
２
・
32
％
、

19
年
の
▲
２
・
06
％
、
97
年
の
▲
１
・

14
％
と
続
く
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

の
感
染
拡
大
が
日
本
経
済
に
及
ぼ
す
影

響
に
も
注
意
が
必
要
だ
が
、
19
年
の
増

税
シ
ョ
ッ
ク
は
、
97
年
よ
り
は
大
き
い

が
、
14
年
や
89
年
よ
り
も
小
さ
い
可
能

性
が
読
み
取
れ
る
。
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2019年の増税ショックは
14年増税時よりも
小さい可能性
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2019年における消費税率引き上げの
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